
千葉市食品衛生法に基づく公衆衛生上必要な措置の基準に関する取扱要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号。以下「規則」とい

う。）第６６条の２第１項及び同条第２項の規定による規則別表第１７及び規則別表第１８

の「公衆衛生上必要な措置の基準」の運用に関し、別に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

 

（食品衛生責任者等の選任） 

第２条 規則別表第１７第１号イに定める食品衛生責任者の選任について、以下の各号のとお

り定める。 

（１）営業者は、施設又はその部門ごとに食品衛生責任者を選任することを基本とするが、一

人の食品衛生責任者が複数の施設、業種又は部門について、明らかにその責務を果たすこ

とが可能であり、食品衛生管理上支障がないと判断できる場合においては、この限りでは

ない。 

（２）営業者は、食品衛生責任者の氏名を施設の見やすいところに掲示するよう努めるものと

する。 

２ 規則別表第１７第１号ロ（３）に定めのある都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知

事等が適正と認める講習会（以下「養成講習会」という。）について以下のとおり取り扱う

ものとする。 

（１）養成講習会の基準は別表第１のとおりとし、次の各号に該当する講習会とする。 

ア 千葉市長が指定する養成講習会 

イ 千葉市長が別表第 1 の基準を満たしていると認めた養成講習会 

（２）養成講習会を実施した者は、養成講習会を修了した者に修了証を交付するとともに、修

了証を取得した者の情報を適切に保管する。 

（３）養成講習会を受講した者と同等以上の知識を有しているものとして、次の各号に該当す

る者を食品衛生責任者たる者としてみなす。 

ア 公益社団法人千葉市食品衛生協会で実施する食品衛生指導員養成講習会を修了した

者 

イ 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づく普通職業訓練のうち「調理

科」を修了した者 

ウ 養成講習会を受講した者と同等以上の知識を有しているものとして千葉市長が認定

した者 

（４）前号ウの食品衛生責任者たる者としてみなされた者が他の都道府県等に移動する場合に

あっては、移動する者からの求めに応じて、その者が養成講習会修了者と同等以上の知識

を有している旨を証明する書面を交付する。 



（５）他の都道府県等において養成講習会を修了した者又は他の都道府県知事等が養成講習会

を受講した者と同等以上の知識を有しているものとして食品衛生責任者たる者としてみ

なされた者の資格要件の確認は、養成講習会の修了証又は他の都道府県知事等が交付した

養成講習会修了者と同等以上の知識を有している旨を証明する書面をもって行う。 

３ 規則別表第１７第１号ハに規定する都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知事等が

認める講習会（以下「実務講習会」という。）は以下のとおり取り扱うものとする。 

（１）実務講習会の基準は別表第２のとおりとし、次の各号に該当する講習会とする。 

ア 千葉市長が委託する実務講習会 

イ 千葉市長が別表第２の基準を満たしていると認めた実務講習会 

（２）食品衛生責任者は、実務講習会を年１回以上受講するよう努めるものとする。 

（３）実務講習会を実施した者は、実務講習会を修了した者に、必要に応じて受講済証を交付

する。 

４ 規則別表第１７第１号ヘに定めるふぐの種類の鑑別に関する知識及び有毒部位を除去す

る技術等を有すると都道府県知事等が認める者は、ふぐの取扱い等に関する条例（昭和５０

年千葉県条例第１号）第２条第２号に規定するふぐ処理師の資格を有する者とする。 

 

（使用水等の管理） 

第３条 規則別表第１７第４号イに定める、食品又は添加物を製造し、加工し、又は調理する

ときに使用する水については、千葉市小規模水道条例（平成 3 年条例第 57 号）第２条１項

１号の規定による小規模水道により供給される水も含まれることとして差し支えない。 

２ 規則別表第１７第４号ロに定める飲用に適する水の水質検査について、以下の各号のとお

り定める。 

（１）水質検査の項目は、「飲用井戸等衛生対策要領（昭和６２年１月２９日衛水第１２号厚生

省生活衛生局長通知別添）」で規定される一般飲用井戸及び業務用飲用井戸における定期

の水質検査項目とする。 

（２）水質検査については、水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２０条第３項に規定する

地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の指定する者（登録を受けた者）、もしくは食品衛

生法（昭和２２年法律第２３３号）第４条第９項に規定する登録検査機関、建築物におけ

る衛生管理の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項の規定に

より、建築物における飲料水の水質検査を行う事業者として登録を受けた者及び都道府県

知事等が適切と認めた検査結果を確認する。 

３ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）や千葉市小規

模水道条例（平成３年条例第５７号）など他法令等の規制対象となる場合においては、該当

する法令等に基づく管理を行うこととする。 

 

 



（食品又は添加物を取り扱う者の衛生管理） 

第４条 規則別表第１７第７号イに定める食品等取扱者の健康診断は、毎日の健康確認により

行うことを基本とし、検便はこれを補完するものとして取り扱う。また、規則別表第１７第

７号ロに定める検便を受けるべき旨の指示は、食中毒調査等において食品衛生上必要な健

康状態を把握する場合に限り行う。 

 

（補則） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、食品衛生法に基づく公衆衛生上必要な措置の基準に関

する運用に関して必要な事項は、医療衛生部長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に廃止前の千葉市食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置の

基準に関する条例（平成１２年条例第１７号）に基づき、食品衛生責任者と認めていた者に

ついては、引き続き食品衛生責任者たる者とみなす。 

 

別表第１ 養成講習会の基準 

養成講習会は、食品衛生責任者の資格を有さない者を対象とし、食品衛生責任者としての資

格を取得させることを目的とする。なお、科目及び時間は次を目安とする。 

科目 時間 講師 内容 

食品衛生学 ２．５時間 食品衛生監視員 

または学識経験者 

●主要な食中毒、健康被害及び食品事故並びにその原因

（微生物、自然毒、化学物質・汚染物質、異物等） 

●食中毒等の発生を防止するための基本的な対応 

・施設・設備の衛生管理（５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、

習慣）を含む。） 

・基本的な食品の取扱い（食中毒予防の３原則を含む。） 

・食品等取扱者等の衛生管理（感染症の予防対策を含む） 

等 

食品衛生法 ３．０時間 食品衛生監視員 

または学識経験者 

●食品衛生法の全体像 

●自主的な衛生管理に関すること 

・営業者の責務（衛生管理計画及び手順書の作成、食品等

取扱者等への周知、衛生管理の実施状況の記録及びその保

存並びに衛生管理の検証） 

・一般衛生管理及びＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の基準 



・小規模事業者等による手引書の活用方法 等 

●自主回収報告制度に関すること 

●営業規制に関すること（許可、届出、施設基準） 

●その他食品衛生関連法規に関すること 等 

公衆衛生学 ０．５時間 食品衛生監視員 

または学識経験者 

●環境衛生 

●労働衛生 等 

確認試験  食品衛生監視員 

または学識経験者 

●講義の理解度及び知識の定着度を確認するための試験 

 

別表第２ 実務講習会の基準 

実務講習会は、食品衛生責任者を対象とし、食品衛生に係る最新の知見等を習得させること

を目的とする。 

科目 時間 講師 内容 

－ 講習内容を伝達する

ために必要な時間 

食品衛生監視員 

または学識経験者 

食品衛生に係る最新の知見等 

 


